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東京電力エナジーパートナーの電気料金値上げ認可申請に係る公聴会の追加質問について（当日回答できなかった項目）

　最新の貿易統計価格（2023年2月実績迄）および卸電力市場価格（2023年3月実績迄）を反映した場合の価格推移は、下図のとおりです。過去の水準と比較しても、2022年度の燃料価格
は高水準となっております。
直近においては、一時期に比べて燃料価格は下落傾向となっておりますが、他方で、2019年度以前に比べて、足元実績の燃料価格が高水準であることや為替レートが円安であることは変
わらないことから、燃料価格の高騰による影響については、引き続き、予断を許さない状況にあると考えております。
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Q１ 他社電力購入料（原子力）２８０１億円（２０２１年度実績）の具体的な内訳を詳細に教えてください。 他社購入電力料（原子力）の具体的な内訳については、個別の契約に係る内容となりますので、回答を差し控えさせていただきます。

Q２ 原子力PPA
契約の詳細を明らかにしてください。個別の契約なので難しいということならば、前回の値上げ申請時のように、料金制
度専門会合に対して、内容を開示してください。原子力PPA契約の正当性を確認する必要があります。

個別の契約に係る内容については、回答を差し控えさせていただきます。なお、第41回料金制度専門会合資料6-1において、前回の値上げ申請時と同様の内容を開示しています。
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Q３ 東電EPの計算書類をHPで公開してください。 当社は会社法に基づき、計算書類を公告しております。

Q４ 再処理拠出金の算定根拠を明らかにしてください。 「原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施に関する法律」にもとづき、
使用済燃料再処理機構より通知された拠出金単価に、使用済燃料の発生量を乗じて算定しております．

Q５ 原子力賠償一般負担金の算定根拠を明らかにしてください。 一般負担金は原子力損害賠償・廃炉等支援機構から通知された額を納付しており、その実績に基づいて料金原価を算定しております。

Q６ 役員報酬について。東電HDの取締役報酬は第９８期株主総会の開催通知によれば、執行役１７人に対して４９７億
円で、1人平均約２９００万円となり、年１８００万円をはるかに超えています。東電HDの９９期の取締役報酬を教えてくだ
さい。

・当社の役員給与は、審査要領に則り、「国家公務員の指定職の給与水準の平均」と同水準の一人あたり2,041万円で料金原価を算定しております。なお、指名委員会等設置会社である東
京電力ホールディングス株式会社の役員の報酬は、会社法の規定に基づき、報酬委員会において決定しております。
・また、東京電力ホールディングス株式会社の役員の報酬は、法令に基づき作成する各事業年度の事業報告等において開示しておりますが、2022年度にかかる事業報告は現在作成中の
ため、当該年度の役員報酬額については内容が確定次第公表いたします。

Q７ 顧問について、福島原発事故の後、東電HDは顧問制度をやめました。しかし特別顧問という肩書きを持つ人がいま
した。（もしかしたら今も？）東電HD
にきくと「元社長とかではないからいわゆる顧問ではない」といいますが、納得できません。また広瀬社長が副会長とな
り、副会長も辞めたあと、一時的に参与に就任していました。現在東電HDに「顧問」「参与」等の肩書きを持つ人はいます
か。元社長とかがなって経営に悪影響を及ぼすのでなければ、顧問等がいても問題はないという認識ですか。

当社（東京電力エナジーパートナー株式会社）には顧問はおりません。なお、東京電力ホールディングス株式会社においては、2012年に顧問制度を廃止しております。同社に特任顧問はお
りますが、生産性倍増に向けたご指導等をいただくにあたり、資本関係のない会社からご就任いただいたものであり、退任した社長・CEOが就任するような顧問制度の顧問とは異なります。

今回の「規制料金」値上げ申請は、原価（費用等）を限界まで削減した結果という前提であるとの理解です。従って、固定
費用については無駄な固定費用は算入されていないことになります。
その中で「原子力PPA契約」は、無駄な必要ない固定費用であるというのが私の意見です。
以下、公聴会での質問を具体的にしたものです。
質問１　今回の受電計画に柏崎6,7号機以外の原発が入っていないのは何故ですか。その理由を説明してください。

原価算定上の原子力運転計画については、総合特別事業計画の内容および原子力発電事業者への確認結果等を踏まえたものになります。

質問２　受電計画にない「原子力ＰＰＡ契約」の「基本料金」を固定費用に算入することは、収支バランスを崩し、回収でき
ない費用（売り上げにならない余分な費用）を原価に算入することになりませんか。

当社としては、他社購入電力料の削減、ひいては料金原価の削減をする観点から、原子力発電からの受電が必要と考えております。
原子力の再稼働時期は現時点では見通せないものの、将来の再稼働による原価削減の メリットを享受するためには、発電事業者との電力受給契約に基づき、当該年度の発電所の運営
に必要な費用について適切にお支払いする必要があります。
なお、今回の料金原価は、柏崎刈羽原子力発電所７号機は 23年10月に、同６号機は25年 4月に、それぞれ再稼働する前提で算定しており、それにより▲900億円の原価を削減いたしまし
た。

質問３　今回の申請において「再稼働した場合」（たられば）を前提として料金算定をしています。再稼働できなかった場
合の負債はどうなるのですか。関電の場合は、再稼働できればその分料金を下げますとしています。このような申請にお
いては、「たられば」を前提とすることは相応しくないのではないでしょか。

原価算定上、柏崎刈羽原子力発電所６号機・７号機の再稼働を前提としているのは、今回の料金見直しにおいて、電源調達費用の抑制を図る観点からのものです。
なお、再稼働しない場合でも、引き続き徹底した経営効率化を行い、お客さまのご負担軽減に向けた取り組みを充実してまいります。

質問４　なぜ、柏崎6,7号機以外の「原子力ＰＰＡ契約」の「基本料金」が固定費として算入されているのですか。今までの
「実績」からすれば、負債以外何ものでもありません。違いますか。

当社としては、他社購入電力料の削減、ひいては料金原価の削減をする観点から、 原子力発電からの受電 が必要と考えております。
原子力の再稼働時期は現時点では見通せないものの、将来の再稼働による原価削減のメリットを享受するためには、発電事業者との電力受給契約に基づき、当該年度の発電所の運営
に必要な費用について適切にお支払いする必要があります。

質問５　再稼働計画に入っていない柏崎6,7号機以外の原発との「原子力PPA契約」を解約しないのは何故ですか。でき
ない理由は何ですか。

当社としては、他社購入電力料の削減、ひいては料金原価の削減をする観点から、 原子力発電からの受電 が必要と考えております。
原子力の再稼働時期は現時点では見通せないものの、将来の再稼働による原価削減の メリットを享受するためには、発電事業者との電力受給契約に基づき、当該年度の発電所の運営
に必要な費用について適切にお支払いする必要があります。

質問６　「原子力PPA契約」を解約すると、いくらの購入電力料金の削減になるのですか。たらればの質問ですが、具体
的に費用削減のできる金額なのでお答えください。

仮定のご質問についてはお答えしかねます。

質問７　東電EPの申請資料「参考１」の（詳細版）P17の図にある原子力の購入電力料で、前回956億円、今回4961億円
ということは、その差4006億円は「原子力PPA契約」による増額との理解で良いですか。

主に発販分社化による影響となります。

質問８　「原子力PPA契約」に基づく支払金額は、毎年変動しています。「原子力PPA契約」は、毎年度見直しできるので
すか。契約期間は何年ですか。

契約期間については対象発電設備の廃止までとし、具体的な受給料金については毎年度見直しを行っております。

質問９　「原子力PPA契約」の「基本料金」には、「固定料金」と「変動料金」とがあるとのことです。説明してください。「従
量料金」の単価は決まっているのです
か。変動するのですか。

「基本料金」は設備費用等の「固定費」のみですが、年度により必要となる固定費が変動するため、基本料金も年度により変動します。「従量料金」は核燃料費等の可変費ですが、年度によ
り必要となる可変費が異なることから、「従量料金単価」も年度により変動いたします。

質問１０　受電していない日本原電の「従量料金」の前払費用2200億円は、どのようにして算出したのですか。その後、
増額したと聞きます説明してください。

具体的な金額は、契約の内容に関わるため回答を差し控えさせていただきます。

質問１１　日本原電の「基本料金」は申請計画に算入されています。「前払費用」2200億円を申請計画に算入していない
のは、「当該年度の費用ではないから」とのことです。また、「精算もされていない」とのことです。精算されていないという
ことは、残高はあるといことです。実績があるのに申請の算定に入っていないのは、何故ですか、説明してください。

前払費用については、当該年度の費用ではないことから原価には含まれておりません。

質問１２　日本原電との「原子力PPA契約」の解約は、なぜできないのですか。

当社としては、他社購入電力料の削減、ひいては料金原価の削減をする観点から、原子力発電からの受電が必要と考えております。
原子力の再稼働時期は現時点では見通せないものの、将来の再稼働による原価削減のメリットを享受するためには、日本原電との電力受給契約に基づき、当該年度の発電所の運営に
必要な費用について適切にお支払いする必要があります。

質問１３　「規制料金」以外の「逆ザヤ」はどうして起きたのですか。特に「取戻し営業」による高圧契約よるものではない ウクライナ情勢の影響により，国際燃料市場における供給不足が懸念されていることにともない，燃料価格や電力市場の価格が上昇した結果，調達費用が増加しました。
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